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東北⼤学の⼥性教員⽐率

〈部局別⼥性教員⽐率〉

・第三期中期計画の⽬標達成, ただし理⼯系部局が平均値を引き下げ
・最⼤部局の⼯学研究科の⽐率が上がれば,平均値の上昇効果⼤
⇒⼯学分野の特性を踏まえた効果的な対策が必要
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〈⼥性研究者⽐率の推移〉
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国の施策と本学⼯学部の現状⼯学研究科の⼥性⽐率
・若⼿⼥性教員の積極的雇⽤により, 助教⽐率は⼤きく増加
・上位職の常勤教員⽐率は変わらず
・学部の⼥⼦学⽣⽐率は横ばいから減少傾向
⇒学部の教育・運営に関わる⼥性教員の増加策が重要

(⼈)
2016 2017 2018 2019 2020 2021

学部      449 (留19) 　 447 (留17)    416 (留10)    394 (留12)    382 (留10)     387 (留8)
修⼠      185 (留31)    188 (留34)    187 (留46)    202 (留50)    196 (留55)     166 (留41)
博⼠        56 (留33)      63 (留38)      73 (留41)     86（留52）      87 (留57)       90 (留61)

助⼿・助教        13()      16()      16()     16()      25()       28 (ク1)
准教授・講師          4() 　     2()        5 (ク1)       5 (ク1)      13 (ク8)       17 (ク12)

教授          1()        2()        2() 　　　2()        5 (ク3)         5 (ク3)
⼥性教員総数        18()      20()      23 (ク1) 　　23 (ク1)      43 (ク11)       50 (ク16)

各年５⽉１⽇時点※留:留学生, ク:クロスアポイントメント等
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Ⅰ.運営組織のDEIを徹底
・各学科等の意思決定会議に１名以上の⼥性教員を参画
・運営に関わる実質的な講師以上教員を早期に9％へ
⇒マイノリティが能⼒を発揮できる環境づくりの第⼀歩

佐々⽊成江,名古屋⼤学,「ジェンダーと教育・研究」⽇本記者クラブ(11.24.2021)より 5
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Ⅱ.DEI推進度の評価・解析と情報公開を徹底
・⼯学分野に関する⼥性⽐率の詳細データは少ない
・「⼯学分野には⼥性がいない」という固定概念に囚われやすい
⇒組織全体での現状把握により発展的な議論が可能

〈国⽴⼤学⼯学分野の⼥性教員⽐率※〉
教授 3.6%
准教授 8.2%
講師 13.5%
助教 12.6%
総計 7.7%

※総務省「国⽴⼤学における男⼥共同参画
実施に関する第18回追跡調査報告書
(2022)」

〈⼋⼤学⼯学系連合会における⼯学系研究科〉

総 ⼥ % 総 ⼥ % 総 ⼥ % 総 ⼥ % 総 ⼥ % 総 ⼥ % 総 ⼥ % 総 ⼥ %
教授 167 8 4.8 129 2 1.6 221 12 5.4 100 3 3.0 102 4 3.9 88 0 0 70 3 4.3 123 2 1.6
准教授 125 7 5.6 104 6 5.8 173 19 11.0 81 2 2.5 89 6 6.7 100 4 4.0 70 9 12.9 118 4 3.4
講師 38 2 5.3 32 2 6.3 39 4 10.3 17 2 11.8 0 0 0 3 0 0 1 0 0 8 1 12.5
上位計 330 17 5.2 265 10 3.8 433 35 8.1 198 7 3.5 191 10 5.2 191 4 2.1 141 12 8.5 249 7 2.8
助教 131 7 5.3 112 8 7.1 227 35 15.4 99 6 6.1 95 8 8.4 78 10 12.8 50 7 14.0 132 22 16.7
総計 461 24 5.2 377 18 4.8 660 70 10.7 297 13 4.4 286 18 6.3 269 14 5.2 191 19 9.9 381 29 7.6

北⼤
(2021.1.1)

東北⼤
(2021.5.1)

東⼯⼤
(2021.5.1)(2021.5.1) (2021.5.1) (2021.5.1) (2021.5.1) (2021.5.1)

東⼤ 京⼤ 阪⼤(基＋⼯) 名⼤ 九⼤



Ⅲ.性別・国籍・職位によらず働きやすく
学びやすい環境を醸成①

・不透明な将来の不安は男⼥を問わす若⼿教員の⼤きな負担, 博⼠進学率
低下の要因の１つ

・若⼿教員世代は共働きも多く, ⼦育てや家事の負担も⼤きい(特に⼥性)
⇒⼈事選考や業績評価において⼦育てや介護, 出向などが

不利にならない評価法の導⼊が必要
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Ⅲ.性別・国籍・職位によらず働きやすく
学びやすい環境を醸成②

・エクイティを確保するためのサポートの充実
⇒修学上の合理的配慮要請への対応の強化

アスペルガー症候群学⽣への⽀援WGの設置
合理的配慮要請への対応実績数

平成28年（2016年）4月1日施⾏「障害を理由とする差別の解
消に関する法律」以後の対応実績数

工学研究科の担当教員のほか、研究科の学生相談室・臨
床心理士もメンバーとなるWGを設置、様々な問題につ
いて審議と対応

当該学生は通常のルールにて研究室へ配属され、教員や
同研究室の学生の理解と支援をうけ研究を進めた。キャ
リア支援センター等も活用しつつ就職活動を行い、4年
間で卒業し、希望の職種へつくことができた。

効果

参考事例

オンライン講義を活用した修学支援

・過敏性腸症候群【講義中の入退室許可】

・ギランバレー症候群【車椅子使用希望】

・うつ状態、うつ病【対面授業への抵抗感】
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(2名/123名)

(7名/128名)
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